[bookmark: _GoBack]様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　2024年　3月　7日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）         とっぷ　
一般事業主の氏名又は名称  株式会社トップ　
（ふりがな） おだ さとる     
（法人の場合）代表者の氏名  小田 悟    印  
住所　〒450-0002
愛知県名古屋市中村区名駅５丁目１７番３号
法人番号　9180001031704　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株式会社トップ　–会社を元気にする会社-
（公式ホームページ）

	公表日
	2021年12月23日（最終更新：2024年1月12日）

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公式ホームページ内（https://oa-top.co.jp/company/dx/）1行目～20行目
『DX推進に対する取組み』における
『トップとともに、DXで会社を元気に！』部分

	記載内容抜粋
	・DXの普及により今や「DXを制した者から順に恩恵を受ける」状況と言っても過言ではない昨今、しかし「人(人材)・モノ(機器)・金(資金)」が潤沢とは言えない中小企業においては、具体的に何から手を着ければいいのか？がわからない状態であることもまた事実です。
・これらを踏まえ、私たちは地域のデジタル化推進のトップランナーであるべく、以下のビジョンに基づいて自社のデジタル化を進めます。
・自社の強みである“顧客への業務改善提案”の、デジタル導入によるさらに発展したビジネスモデルへの昇華
・デジタルが持つ“共有性の高さ”を活かした、“縦割り事務”からの脱却
・デジタル戦略を力強く推進できる人材の育成
・トップは中小企業のお客様に対し、利益貢献活動の一環としてのDX化推進支援サービスを展開し、社是である『日本を元気に！会社を元気に！』を実現してまいります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当社の意思決定機関である、代表取締役を含む経営会議の場で承認され、公表媒体に記載されている内容です。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株式会社トップ　–会社を元気にする会社-
（公式ホームページ）

	公表日
	2021年12月23日（最終更新：2024年1月12日）

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公式ホームページ内（https://oa-top.co.jp/company/dx/）21行目～29行目
『DX推進に対する取組み』における
『トップが考えるDX推進戦略』部分

	記載内容抜粋
	お客様に対して日々利益貢献活動を展開する中で、様々な情報や数値データが集まってまいります。
それらを集約・分析することで得られたものをまたお客様に還元できるよう、トップは以下のような戦略でDX推進に取り組んでまいります。
・デジタル技術の積極的な導入による自社内及びホールディングス内におけるノウハウの蓄積。
・蓄積されたノウハウや成功事例等の共有による、サービスレベルの"高い位置での均一化”。
・社内における資格取得の推奨等による、お客様のDX推進を支援できる人材の育成。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当社の意思決定機関である、代表取締役を含む経営会議の場で承認され、公表媒体に記載されている内容です。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	公式ホームページ内（https://oa-top.co.jp/company/dx/）30行目～47行目
『DX推進に対する取組み』における
『DX戦略を進めるためのトップの体制と人材育成』部分

	記載内容抜粋
	◎「Project D」組織体制
・自社内に「訪問営業」「事務業務」「工事技術」の3分野において事業部を持つ強みを活かし、DX推進に関する知識や情報等を部門横断的に共有できるよう、DX推進プロジェクト『Project D』を立ち上げ。
・経営会議の直下に配置され、各事業部のDX推進事業に関与する。
◎デジタル推進に相応しい人材の育成と確保
（1）資格取得を通じたスキルの向上
社員が公的資格および民間資格の取得を目指すことに対し、セルフアップの奨励と支援を行ってスキルを持った人材の育成を図っています。
（2）社内環境のデジタル化推進
「社内における書類の流れ」や「情報セキュリティに関する教育」等の場において、従来の「紙」から「デジタル」への移行を進めていますが、「ハードウェアを革新しても使いこなせる人材がいない」という事態にならないよう、社内のITリテラシー向上を並行して進めます。
（3）協業会社との情報交換によるブラッシュアップ
自社およびお客様のデジタル化推進について協業会社様と頻繁に情報交換を行うことにより、相互に保有している情報の刷新を図り、最新の情報を提供できる環境を確保します。




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	公式ホームページ内（https://oa-top.co.jp/company/dx/）48行目～58行目
『DX推進に対する取組み』における
『最新の情報処理技術を活用するために、トップが行っていること』部分

	記載内容抜粋
	・自社で実際に行ったテレワークのノウハウを水平展開
・自社のネットワークセキュリティの見直し
・リモートサポートと訪問サポートを併せ持った『利益貢献活動』サービスの熟成
・お客様にDXについてアドバイスできる資格を取得した社員の育成
・『認定情報処理支援機関(スマートSMEサポーター)』の認定受け
https://smartsme.secure.force.com/smartsmesearch/SSS_SearchDetailPage?id=0010K00002UMV5MQAX



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	株式会社トップ　–会社を元気にする会社-
（公式ホームページ）

	公表日
	2021年12月23日（最終更新：2024年1月12日）

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	公式ホームページ『DX推進に対する取組み』（https://oa-top.co.jp/company/dx/）74行目～77行目
『お客様のDXを推進するために、トップはこれをやり遂げます！』部分

	記載内容抜粋
	・ペーパーレスな受注フローの実現により、社内業務の効率を向上させます。
・デジタル技術やデータ活用に関する資格保有者を2025年度終了時までに100名増加させます。
・DXに関する2025年度終了時のコンサルタント実績を、今年度比の1.5倍にします。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2022年4月10日（最終更新：2024年1月12日）

	発信方法
	公式ホームページ『DX推進に対する取組み』（https://oa-top.co.jp/company/dx/）59行目～73行目
『お客様のDXを推進するために、トップも進化します！』部分

	発信内容
	・ペーパーレスによるDX推進を図るため、まず自社での取り組みを開始します。
・お客様への「利益貢献活動」のサービス内容を、DX推進に合わせてさらに充実させていきます。
・IoT技術の今後さらなる進化に備え、ネットワーク事業の拡充及びセキュリティ技術の強化を図ります。
・社員に対し、DX推進に必要となる知識の習得と資格の取得を推奨します。
・株式会社トップは2022年4月1日、経済産業省が定める認定制度に基づく「DX認定事業者」としての認定を取得しました。
これはDXを推進する事業戦略や体制などに関する当社の取組みが、経済産業省のDX推進指標に基づく認定基準を満たすと評価されたものになります。

※1：認定事業者一覧
https://disclosure.dx-portal.ipa.go.jp/p/dxcp/top
（2022年4月認定事業者の54番目）

※2：DX認定制度
https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/investment/dx-nintei/dx-nintei.html
上記の内容は当社の意思決定機関である、代表取締役を含む経営会議の場で承認され、公表媒体に代表取締役名にて記載（公式ホームページ『DX推進に対する取組み』（https://oa-top.co.jp/company/dx/）の最下部）・発信されている内容です。




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年10月頃　～2023年11月頃

	実施内容
	『DX推進指標自己診断ﾌｫｰﾏｯﾄ』を使用した社内精査
（DXを実現する上で基盤となるITシステム及び社内体制の見直しと構築）

『DX推進指標自己診断ﾌｫｰﾏｯﾄ』はDX推進ポータルよりVer.2.3を提出済み。
※受付番号：202310AH00006585



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2020年9月頃　～　2024年1月頃

	実施内容
	・情報セキュリティ及びサイバーセキュリティに関する責任者として、弊社執行役員を任命。
・情報セキュリティに関する対策は『情報セキュリティマニュアル』に、サイバーセキュリティに関する対策は『情報システム管理規程』に（いずれもISO27001の規定に準拠）にそれぞれまとめ、現在も運用実施中。
・ISMS認証取得：JIS Q 27001：2014(ISO/IEC 27001：2013)／認証登録番号：MSA-IS-443
・ISMS内部監査：毎年9月頃、外部監査は11月頃実施。
・ISMS登録内容：
https://isms.jp/lst/ind/CR_MSA-IS-443.html
（現在実施しているセキュリティ体制はISMS認証を取得した2021年1月に確立し、セキュリティ対策および監査は直近まで随時行っております。）



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

